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 １．１８年３月期の業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

  （１）経営成績                 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
売 上 高 営業利益 経常利益 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

  百万円 
２９７，４０６ 
２５７，０２７ 

  ％
１５．７
２０．２

     百万円
１９，７０２
８，７２８

   ％
１２５．７
２１１．４

    百万円 
２１，１０７ 
９，３２１ 

    ％
１２６．４
２９４．３

 

 
当期純利益 

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
１８年３月期 
１７年３月期 

   百万円 
 １６，８４９ 
  ４，８８０ 

  ％
２４５．３
６０．１

円   銭
 ３８ ５６
 １１ ０８

円   銭
    ― 
    ― 

     ％ 
 １４．６ 
  ４．８ 

     ％ 
  ６．７ 
  ３．２ 

    ％
  ７．１ 
  ３．６ 

  （注）①期中平均株式数 １８年３月期 ４３４，１６１，８２８株  １７年３月期 ４３４，２５９，７７３株 
     ②会計処理の方法の変更   有  
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

  （２）配当状況 

１株当たり年間配当金  

 中 間 期 末

配当金総額 
（年  間）

配当性向 
株主資本 
配 当 率 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

   円  銭
  ８ ００ 
  ５ ００ 

   円  銭
  ３ ００ 
  ２ ００ 

   円  銭
  ５ ００ 
  ３ ００ 

    百万円
 ３，４７３ 
 ２，１７１ 

      ％ 
  ２０．７ 
  ４５．１ 

      ％
   ２．７ 
   ２．１ 

 

  （３）財政状態 

 
総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 

１ 株 当 た り 
株 主 資 本 

 
１８年３月期 
１７年３月期 

     百万円 
   ３３５，３７４ 
   ２９８，２７３ 

    百万円
    １２６，５５３
    １０４，４９５

      ％ 
      ３７．７ 
      ３５．０ 

       円  銭
   ２９１  ２８ 
   ２４０  ４９ 

  （注）①期末発行済株式数 １８年３月期 ４３４，１０１，５８５株 １７年３月期 ４３４，２１０，９７２株 
     ②期末自己株式数  １８年３月期     ３８６，１０８株 １７年３月期     ２７６，７２１株 
 

 

  ２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 
中 間 期 
通   期 

百万円 
１５６，５００ 
３２０，０００ 

百万円
１１，２００
２７，０００

百万円
７，０００

１６，５００

    円  銭
  ４  ００ 
     － 

    円  銭 
     － 
  ４  ００ 

    円  銭
     － 
  ８  ００ 

  (参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  38円 01銭 
 

上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によっ 
ては異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信（連 
結）の添付資料７ページをご参照下さい。 
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１．個 別 財 務 諸 表 等 
 
 
 

    （１）セグメント別売上高 
 

                                      （単位：金額 百万円、増減率 ％） 

    期 別 

 

当    期 

自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 

前    期 

自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日 

 

増       減 

 

 ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 金 額 金 額 金 額 率 

特 殊 鋼 鋼 材 

(1,349,650) 

186,856 

(1,334,967) 

159,133 

( 14,683) 

27,722 

 

17.4

電子・磁性材料 27,570 27,626 △56 △0.2

自動車部品･ 

産業機械部品 
57,465 48,281 9,184 19.0

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 15,515 14,506 1,008 7.0

新  素  材 9,998 7,478 2,519 33.7

計 297,406 257,027 40,379 15.7

 

う ち 輸 出 高 

（輸出比率） 

36,794 

( 12.4％) 

31,355 

( 12.2％) 

5,438 

(0.2％) 
17.3

    （注）1.特殊鋼鋼材（ ）内は重量でトン。 

       2.当期から「エレクトロニクス材料」を「電子・磁性材料」に名称変更いたしました。 
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    （２）損 益 計 算 書 
 
                                                （単位：百万円） 

 

科        目 

当   期 

自平成１７年４月  １日

至平成１８年３月３１日

前   期 

自平成１６年４月 １日 

至平成１７年３月３１日 

 

増   減 

  （経常損益の部） 

 営 業 損 益 

  営 業 収 益 

   売 上 高 

  営 業 費 用 

   売 上 原 価 

   販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

  営 業 利 益 

 営 業 外 損 益 

  営 業 外 収 益 

   受 取 利 息 及 び 配 当 金 

   そ の 他 

計 

  営 業 外 費 用 

   支 払 利 息 

   そ の 他 

計 

２９７，４０６

２５０，７６６

２６，９３７

１９，７０２

２，４９５

１，４１９

３，９１４

１，１４７

１，３６１

２，５０９

 

 

 

２５７，０２７ 

 

２２２，７３０ 

２５，５６８ 

８，７２８ 

 

 

２，１９７ 

１，０７５ 

３，２７３ 

 

１，４２１ 

１，２５８ 

２，６７９ 

４０，３７９

２８，０３６

１，３６９

１０，９７４

２９７

３４４

６４１

△    ２７３

１０３

△    １７０

 経  常  利  益 ２１，１０７ ９，３２１ １１，７８６

 （特別損益の部） 

  特 別 利 益 

   関 係 会 社 株 式 売 却 益 

   投 資 有 価 証 券 売 却 益 

   貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

   そ の 他 

計 

  特 別 損 失 

   特 別 退 職 金 

   投 資 有 価 証 券 評 価 損 

   そ の 他 

計 

６，２９２

２６８

７６

―

６，６３７

１，３３５

５

６３

１，４０４

 

 

２０ 

３８０ 

１８７ 

１５７ 

７４５ 

 

２，１０７ 

３ 

１８９ 

２，３００ 

６，２７２

△    １１１

△    １１０

△    １５７

５，８９２

△    ７７１

１

△    １２５

△    ８９５

 税引前当期純利益 ２６，３４１ ７，７６６ １８，５７４

  法人税、住民税及び事業税 

  法 人 税 等 調 整 額 
８，８３７

６５３

４４ 

２，８４２ 

８，７９３

△  ２，１８８

 当 期 純 利 益 １６，８４９ ４，８８０ １１，９６９

前 期 繰 越 利 益 ４，２１３ ４，３３２ △    １１８

 中 間 配 当 額 １，３０２ ８６８ ４３３

 当 期 未 処 分 利 益 １９，７６０ ８，３４３ １１，４１７
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   （３）利 益 処 分 案 
 

                                                     （単位：百万円） 

科     目 当   期 

（平成１８年３月期）

前   期 

（平成１７年３月期） 
増   減 

 

 当 期 未 処 分 利 益 

 任 意 積 立 金 取 崩 額 

   特別償却準備金取崩額 

   圧縮記帳積立金取崩額 

計 

 

 これを次のとおり処分します。 

 利 益 配 当 金 

 

 役 員 賞 与 金 

（うち監査役賞与金） 

 任 意 積 立 金 

   特 別 償 却 準 備 金 

   別 途 積 立 金 

   

 次 期 繰 越 利 益 

 

 

１９，７６０ 

３２８ 

９８ 

２２９ 

２０，０８９ 

 

 

２，１７０ 

１株につき５円 

１１０ 

（  ９） 

１３，０９２ 

９２ 

１３，０００ 

 

４，７１５ 

 

８，３４３ 

３２４ 

８０ 

２４４ 

８，６６８ 

 

 

１，３０２ 

１株につき３円 

７０ 

（  ６） 

３，０８２ 

８２ 

３，０００ 

 

４，２１３ 

 

１１，４１７ 

３ 

１７ 

△    １４ 

１１，４２０ 

 

 

８６７ 

 

４０ 

（  ３） 

１０，０１０ 

１０ 

１０，０００ 

 

５０２ 
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  （４）貸 借 対 照 表 

 

                                                （単位：百万円） 

科      目 当 期 末 

（平成１８年３月３１日）

前 期 末 

（平成１７年３月３１日） 
増   減 

（資 産 の 部） 

 流 動 資 産 

   現 金 及 び 預 金 

   受 取 手 形 

   売 掛 金 

   製 品 

   半 製 品 

   仕 掛 品 

   原 材 料 

   貯 蔵 品 

   前 渡 金 

   前 払 費 用 

   繰 延 税 金 資 産 

   短 期 債 権 

   そ の 他 

   貸 倒 引 当 金 

 固 定 資 産 

  有形固定資産 

   建 物 

   構 築 物 

   機 械 装 置 

   車 両 運 搬 具 

   工 具 器 具 備 品 

   土 地 

   建 設 仮 勘 定 

  無形固定資産 

   借 地 権 

   利 用 権 

   ソ フ ト ウ ェ ア 

  投資その他の資産 

   投 資 有 価 証 券 

   関 係 会 社 株 式 

   出 資 金 

   長 期 貸 付 金 

   関係会社長期貸付金 

   長 期 前 払 費 用 

   前 払 年 金 費 用 

   そ の 他 

   貸 倒 引 当 金 

   １５５，１７０

３，１６２

２，１３４

６５，８２７

５，８７６

２１，０３６

１７，１２４

１５，２５２

５，２４６

１８９

４６７

２，８１２

１４，１５９

１，８８２

△        ２

   １８０，２０４

(   ９３，０１５)

２１，０２９

５，４１６

４８，９００

５８１

１，９０７

１１，６１７

３，５６２

(      ３９８)

１２０

３８

２３９

(   ８６，７９０)

３９，０１９

２４，０４９

１，３５３

８５

１４，８５０

２７０

４，５７７

２，７１１

△      １２７

 

   １４０，１９１ 

３，６０２ 

３，１２８ 

５４，０７７ 

５，３８２ 

１６，１８８ 

１４，９９２ 

１２，５８２ 

４，５７４ 

７ 

３８０ 

３，１８６ 

２０，０３８ 

２，０５１ 

△        ３ 

   １５８，０８２ 

(   ９０，９９６) 

２０，１９９ 

５，１９９ 

４９，９８２ 

４７２ 

１，６４２ 

１１，６１７ 

１，８８１ 

(      ３４１) 

１２０ 

４１ 

１８０ 

(   ６６，７４４) 

２８，１９０ 

２４，１２４ 

１，３４７ 

３ 

７，９２４ 

１５３ 

２，３４８ 

２，９２１ 

△      ２７０ 

    １４，９７８

△      ４４０

△      ９９４

１１，７５０

４９４

４，８４７

２，１３１

２，６６９

６７２

１８１

８６

△      ３７３

△    ５，８７９

△      １６８

１

    ２２，１２２

(    ２，０１９)

８２９

２１７

△    １，０８２

１０８

２６４

－

１，６８１

(       ５６)

－

△        ２

５９

(   ２０，０４６)

１０，８２９

△       ７５

５

８１

６，９２５

１１７

２，２２８

△      ２１０

１４３

 資 産 合 計 ３３５，３７４ ２９８，２７３ ３７，１０１
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                                                （単位：百万円） 

科      目 当 期 末 

（平成１８年３月３１日）

前 期 末 

（平成１７年３月３１日） 
増   減 

（負 債 の 部） 

 流 動 負 債 

   支 払 手 形 

   買 掛 金 

   短 期 借 入 金 

   一年内返済予定長期借入金 

   コマーシャルペーパー 

   一年内償還予定社債 

   未 払 金 

   未 払 費 用 

   未 払 法 人 税 等 

   前 受 金 

   預 り 金 

   前 受 収 益 

   賞 与 引 当 金 

   受注工事損失引当金 

   設 備 支 払 手 形 

   そ の 他 

 固 定 負 債 

   社        債 

   長 期 借 入 金 

   繰 延 税 金 負 債 

   そ の 他 

  負 債 合 計 

 

（資 本 の 部） 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

   資 本 準 備 金 

   その他資本剰余金 

    資本準備金減少差益 

    自己株式処分差益 

 利 益 剰 余 金 

   任 意 積 立 金 

    特別償却準備金 

    圧縮記帳積立金 

    別 途 積 立 金 

   当 期 未 処 分 利 益 

 その他有価証券評価差額金 

 自 己 株 式 

  資 本 合 計 

 

   １３４，８２５ 

５，９５４ 

４３，７９６ 

３７，６７０ 

１２，４００ 

７，０００ 

－ 

５，６９１ 

１，６１２ 

８，６９８ 

６０７ 

５，６６１ 

２７ 

４，２５０ 

９８ 

８２５ 

５３２ 

    ７３，９９６ 

２０，０００ 

４４，８００ 

９，１４９ 

４６ 

２０８，８２１ 

 

 

    ３７，１７２ 

    ２８，６９６ 

９，２９３ 

１９，４０３ 

１９，３８９ 

１４ 

    ４５，０４２ 

２５，２８１ 

２９７ 

１，９８４ 

２３，０００ 

１９，７６０ 

    １５，８０５ 

△      １６４ 

１２６，５５３ 

 

   １１１，６８１ 

５，８５５ 

４０，８８３ 

３５，０６０ 

４，２００ 

１０，０００ 

３，０００ 

２，１７４ 

１，４０８ 

４１３ 

３７１ 

３，６５１ 

３１ 

３，１５０ 

－ 

５４２ 

９３８ 

    ８２，０９７ 

２０，０００ 

５５，８００ 

６，２１６ 

８０ 

１９３，７７８ 

 

 

    ３７，１７２ 

    ２８，６８９ 

９，２９３ 

１９，３９５ 

１９，３８９ 

６ 

    ３０，８６８ 

２２，５２４ 

２９５ 

２，２２９ 

２０，０００ 

８，３４３ 

     ７，８３１ 

△       ６６ 

１０４，４９５ 

 

    ２３，１４３ 

９８ 

２，９１２ 

２，６１０ 

８，２００ 

△    ３，０００ 

△    ３，０００ 

３，５１６ 

２０３ 

８，２８４ 

２３６ 

２，０１０ 

△        ４ 

１，１００ 

９８ 

２８２ 

△      ４０５ 

△    ８，１００ 

－ 

△   １１，０００ 

２，９３３ 

△       ３４ 

１５，０４２ 

 

 

         － 

         ７ 

－ 

７ 

－ 

７ 

    １４，１７４ 

２，７５７ 

１ 

△      ２４４ 

３，０００ 

１１，４１７ 

     ７，９７３ 

△       ９８ 

２２，０５８ 

 負 債 及 び 資 本 合 計 ３３５，３７４ ２９８，２７３ ３７，１０１ 
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重要な会計方針 
 

１．資産の評価基準および評価方法 
 (1)有 価 証 券 子会社株式および関連会社株式･･移動平均法による原価法 
           その他有価証券 
            時価のあるもの･･････････････決算期末日の市場価格等に基づく時価法 
                          (評価差額は全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定してお 
ります。) 

            時価のないもの･･････････････移動平均法による原価法 
                          なお、投資事業有限責任組合およびそれに 

類する組合への出資（証券取引法第２条第 
２項により有価証券とみなされるもの）に 
ついては、組合契約に規定される決算報告 
日に応じて入手可能な最近の決算書を基 
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法 
によっております。 

 (2)デリバティブ ･･････････････････････････････時価法 
 (3)棚 卸 資 産 製品・半製品・仕掛品･･････････総平均法による原価法 
           原材料・貯蔵品････････････････移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産････定率法（ただし平成 10 年４月以降取得した建物(建物附属設備を除く)は定 

額法）によっております。 
           ただし、知多工場、知多型鍛造工場および知多帯鋼工場については、定額法 

によっております。 
           なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
              建  物   ７～50 年 
              機械装置   ４～17 年 
 (2)無形固定資産････定額法によっております。 
           なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５ 

年)に基づいております。 
 (3)長期前払費用････均等償却によっております。 

 

３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として 

処理しております。 

 

４．引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金･･････債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能 
見込額を計上しております。 

 (2)賞与引当金･･････従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた 
支給見込額を計上しております。 

 (3)退職給付引当金･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資 
産の見込額に基づき計上しております。 

           数理計算上の差異は、10 年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の 
翌期から費用処理しております。 
過去勤務債務は、10 年による定額法により按分した額を費用処理しておりま 
す。 

(4)受注工事損失引当金･･受注工事の損失に備えるため、当期末の未引渡工事のうち、損失の発生が見 
込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、翌 
期以降の損失見込額を計上しております。 
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５．収益の計上基準 
   長期・大型の請負工事（工期１年超・請負金額５億円以上）については、工事進行基準を採 

用しております。 
（会計方針の変更） 

工事進行基準を適用する長期大型工事は、従来、工期１年超かつ請負金額 10 億円以上の工事 
としておりましたが、受注工事の請負金額が従来に比べて小型化しており、今後もその傾向が 
継続すると見込まれることから、期間損益計算の一層の適正化を図るため、当期から工事進行 
基準を適用する長期大型工事を、工期１年超かつ請負金額５億円以上の工事に変更いたしまし 
た。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、当期の売上高は 179 百万円、営業利益、 
経常利益および税引前当期純利益は 12 百万円それぞれ増加しております。 

 

６．リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
７．ヘッジ会計の方法 
 (1)ヘッジ会計の方法････････金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処 

理によっております。 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象･･当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と、ヘッジ対象は以下のと 

おりであります。 
             ヘッジ手段･･･金利スワップ 
             ヘッジ対象･･･借入金 

(3)ヘッジ方針･･･････････････金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 
 (4)ヘッジ有効性評価の方法･･･金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価 

を省略しております。 

 

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  消費税等の会計処理 
   消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

９．財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す 
る意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準 
の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。こ 
れによる税引前当期純利益に与える影響はありません。 

 
 
 

表示方法の変更 
 

     （貸借対照表関係） 
前払年金費用の表示方法 
前期において固定資産の投資その他の資産「その他」に含めて表示しておりました「前払 

年金費用」（前期末 2,348 百万円）については資産総額の 100 分の１超となったため、当期よ 
り区分掲記しております。 
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貸借対照表および損益計算書の注記 
 

  当  期  前  期  
 
１．有形固定資産の減価償却累計額 260,785百万円 255,416百万円 
 
２．有形固定資産から直接控除した 
 圧縮記帳額 

863百万円 690百万円 

 
３．偶発債務 
(1)保 証 債 務 
 ( )内は、当社負担分を示した内数 

(2)手形債権流動化に伴う買戻し義務額 

3,781百万円
(1,259百万円)

579百万円

 
4,221百万円 
(1,063百万円)

 
322百万円 

 
 (3)有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同社の有する建物が天災地変により 
   滅失または毀損した場合、524百万円を累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を負っておりま 
   す。 
 
(4)瑕疵担保責任 
   平成18年１月に当社の連結子会社であった特殊発條興業㈱の当社保有全株式を日本発条㈱へ譲渡 

したことに伴い、譲渡日以前の事象に起因する特殊発條興業㈱の製造物責任・土壌汚染等について、 
譲渡先に対し3,200百万円を上限とする瑕疵担保責任(譲渡日から最大10年間)を負担しております。 

   譲渡に際しては、当社、特殊発條興業㈱および譲渡先の合意の下、充分な事前調査を行っており、 
現時点では譲渡先および第三者に対して損失補償の負担が現実に発生する可能性は極めて低いと考え 
られます。 

 
 
４．自己株式 

普 通 株 式 
 

386,108株
164百万円

 
276,721株 
66百万円 

 
５．リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
 
６．子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの 
 

 貸借対照表計上額 2,060百万円 2,060百万円 

子会社株式 時      価 9,806百万円 5,183百万円 

 差      額 7,746百万円 3,123百万円 

 貸借対照表計上額 4,990百万円 4,990百万円 

関連会社株式 時      価 9,573百万円 6,394百万円 

 差      額 4,583百万円 1,404百万円 

 
   なお、記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 

 


